
◎ 除外率制度について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 民間企業における除外率制度 

   各事業主が雇用しなければならない障害者の数を算定する基礎とな

る常用雇用労働者数を算定する際に、一定の業種に属する事業を行う事

業所の事業主については、その常用雇用労働者数から一定率に相当する

労働者数を控除する制度。 

   平成１４年の法改正により段階的に廃止・縮小することとされ、平成

２２年７月１日から、すべての除外率設定業種について、除外率を１

０％ポイントずつ引き下げている。 

（前回の除外率引き下げは、平成１６年４月１日） 

 

 

 ○ 国及び地方公共団体における除外率制度 

各任命権者が採用しなければならない障害者数を算定する基礎とな

る職員数を算定する際に、一定の範囲の職種に従事する者を控除する制

度。 

平成１６年４月１日から、除外職員の範囲を、国民の生命の保護や、

公共の安全と秩序の維持を職務としており、その遂行のためには職員個

人による強制力の行使等が必要であるような職員に限定することとし

た。 

なお、旧除外職員である職種に従事する職員の多い機関については、

当該職員が職員総数に占める割合を基に、当分の間、除外率を設定した

上で、廃止の方向で段階的に引き下げ、縮小を進めていくこととしてお

り、平成２２年７月１日から当該除外率を一律１０％引き下げている。 



◎ 障害者雇用率制度における短時間労働の取扱いについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◯ 障害者雇用率制度における身体障害者及び知的障害者である短時間労働者の

取扱いについて 

  平成２２年７月１日から、障害者雇用率制度において、身体障害者又は知的障

害者である短時間労働者（週所定労働時間２０時間以上３０時間未満）を雇用義

務の対象とし、実雇用率のカウントを０．５カウントとすることとしている。 

 

  【障害者である短時間労働者のカウントの方法は以下のとおり】 

 

週所定労働時間 ３０時間以上 ２０時間以上３０時間未満

　　身体障害者 ◯ △

重度 ◎ ○

　　知的障害者 ○ △

重度 ◎ ○

　　精神障害者 ○ △
 

 

◯ 障害者雇用率制度における障害者ではない短時間労働者の取扱いについて 

  短時間労働者である身体障害者又は知的障害者を雇用義務の対象とすること

と合わせ、平成２２年７月から、障害者雇用率制度において、障害者ではない短

時間労働者（週所定労働時間２０時間以上３０時間未満）も実雇用率の算定対象

とし、実雇用率のカウントを０．５カウントとすることとしている。 

 

【実雇用率等の計算方法は以下のとおり】 

障害者である労働者※の数 

＋ 障害者である短時間労働者の数×0.5 

実雇用率＝ 

労働者※の数 ＋ 短時間労働者の数×0.5 

法定雇用障害者数（障害者の雇用義務数）※※ 

＝（労働者※の数 ＋ 短時間労働者の数×0.5 ）×2.0％ 

 

※ 「労働者」には短時間労働者は含まれていない 

※※ 小数点以下は切捨て 

 

 

 

 

 

○ ＝ １カウント 

◎ ＝ ２カウント 

△ ＝ 0.5カウント 

 



◎ 法定雇用率とは 

  民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」

に基づき、それぞれ以下の割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を

雇用しなければならないこととされている。 

 雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者又は知的障害者である（なお、

精神障害者は雇用義務の対象ではないが、精神障害者保健福祉手帳保持者を

雇用している場合は雇用率に算定することができる）。 

 なお、平成２５年４月１日より法定雇用率が引き上げられている。 

 

一般の民間企業 …………………………２．０％ 

○ 民間企業 ………  （５０人以上規模の企業） 

特殊法人  ………………………………２．３％ 

労働者数４８人以上規模の 

特殊法人及び独立行政法人 

 

○ 国、地方公共団体 ………………………………………………２．３％ 

（４８人以上規模の機関） 

 

○ 都道府県等の教育委員会 ………………………………………２．２％ 

（５０人以上規模の機関） 

 

（カッコ内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって１人以上の障害

者を雇用しなければならないこととなる企業等の規模である。） 

 

 

 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、

２人の身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働

時間が２０時間以上３０時間未満の労働者）については、１人分として、重度

以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者につ

いては、0.5人分としてカウントされる。 


